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○座間市認定保育施設補助金交付要綱 

平成元年５月22日告示第41号 

改正 

平成３年３月31日告示第38号 

平成５年３月30日告示第40号 

平成７年３月30日告示第37号 

平成８年３月29日告示第33号 

平成９年３月31日告示第28号 

平成10年４月17日告示第42号 

平成11年５月26日告示第64号 

平成14年12月27日告示第99号 

平成18年10月27日告示第104号 

平成20年５月21日告示第57号 

平成21年９月18日告示第100号 

平成23年４月１日告示第30号 

平成24年３月29日告示第55号 

平成25年３月28日告示第40号 

平成26年３月７日告示第13号 

平成27年３月31日告示第48号 

平成29年３月２日告示第20号 

平成30年10月17日告示第112号 

座間市認定保育施設補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、座間市補助金等の交付に関する規則（平成６年座間市規則第６号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、認定保育施設の運営に要する経費に対して、予算の範囲内

において補助金を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、「認定保育施設」とは、児童福祉法（昭和22年法律第164号）第35条第

３項の規定による届出又は同条第４項の規定による認可を受けた保育所以外の施設かつ次条第１

項各号の規定に該当する施設で、保育を必要とする児童を保育することを目的として設置された
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ものをいう。ただし、事業所内に設置された保育施設を除くものとする。 

２ 前項の認定保育施設の中で、認可化移行のための支援事業対象施設（以下「支援事業対象施設」

という。）とは、次条の規定に該当する施設をいう。 

（対象施設） 

第３条 補助金の交付を受けることができる認定保育施設は、次に掲げる要件に該当するものでな

ければならない。ただし、認可保育所等又は支援事業対象施設が、別に認可外保育施設を併設（分

離・分割又は新たな設置を含む。）した場合は、対象施設から除くものとする。 

(１) 児童定員は、原則として10人以上であること。 

(２) 開所時間は、原則として１日11時間以上であること。 

(３) 休業日は、原則として日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定す

る休日及び12月29日から翌年の１月３日までの日であること。 

(４) 施設長は、保育士、看護師、保健師又は助産師のいずれかの資格を有する者であること。

ただし、市長が認めた場合は、この限りでない。 

(５) 職員及び資格 

ア 保育士又はこれに代わる保育直接従事者（施設長で、直接児童の保育に従事することので

きる者を含む。以下「保育者」という。）の数は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成25年神奈川県条例第５号。以下「最低基準」という。）第46条第２項

の規定に該当しているものであること。 

イ 保育者の４分の３以上は、保育士、看護師、保健師又は助産師のいずれかの資格を有する

ものであること。 

(６) 保育室の設備等 

ア 保育室の面積は、児童１人当たり1.98平方メートル以上であること。 

イ 調理室は、飲食物を衛生的に供し得る設備を有し、保育室と区画されていること。 

ウ 保育室は、１階にあり通風及び採光がよいこと。 

エ ２歳以上児を保育する場合は、遊戯に適する広さの遊び場を敷地内又は付近に有している

こと。 

オ ２歳未満児の保育場所は、２歳以上児の保育場所と区画されていること。 

カ 施設内に固定電話を有していること。 

キ 便所には手洗い設備が設けられているとともに、保育室及び調理室と区画されていること。 

(７) 非常災害に対する措置 
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ア 消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備が設けられていること。 

(ア) 非常口とは、避難経路が確保されており、そこに至る脱出口があること。 

(イ) ２階以上に保育室があり、避難器具がベランダに設置されている場合は、非常口とみ

なすが、必要に応じ乳幼児の安全を確保するための措置を講ずること。 

イ 非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する定期的な訓練が実施されていること。 

ウ 保育室を２階に設ける建物には、保育室その他幼児が出入りし、又は通行する場所に幼児

の転落を防止する設備が設けられていること。ただし、保育室を２階に設ける建物では、次

の(ア)及び(イ)のいずれも満たさない場合においては、別に規定する設備の設置及び訓練に

留意すること。 

(ア) 建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第９号の２に規定する耐火建築物であるこ

と。 

(イ) 屋内階段のほか、幼児の避難に適した建築基準法第２条第７号に規定する耐火構造の

傾斜路若しくはこれに準ずる設備又は屋外階段が設けられていること。 

エ 保育室を３階以上に設ける建物は、最低基準第44条第８号を遵守すること。 

(８) 利用料 

助成対象児童に対する基本保育時間に係る保育料は、月額５万8,000円以内であること。この

場合において、保育料には、月曜日から土曜日までのうち、認定保育施設の基本保育時間とし

て設定した月220時間分の保育に係る基本的なサービスについての額とし、基本的サービスの額

には、保育者の雇用費、家賃、給食代、おやつ代、保育に直接必要な保育材料費、年会費、光

熱水費、保険料、健康診断費等の経費を含むものとする。 

(９) 平成27年３月以前に設置・設立及び認定された施設であること。 

(10) 前各号に掲げるもののほか、法令及び最低水準その他の児童福祉に係る定めを遵守して運

営されていること。 

２ 補助金の交付を受けることができる支援事業対象施設は、前項各号に掲げる要件及び次に掲げ

る要件に該当するものでなければならない。 

(１) 神奈川県子どものための教育・保育給付費補助金（認可化移行運営費支援事業等）交付要

綱（平成29年６月15日施行。以下「県要綱」という。）別添１認可化移行運営費支援事業実施

要領の事業対象となってから５年以内に保育所等への移行を希望していること。 

(２) 児童定員が20人以上であること。 

(３) 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号。以下「設備運営基
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準」という。）第32条の基準を満たしていること又は支援事業対象施設となってから５年以内

に満たす見込みがあること。 

(４) 設備運営基準第33条の基準を満たしていること又は支援事業対象施設となってから５年以

内に満たす見込みがあること。（同条第２項に規定する保育士の数（以下「基準保育士数」と

いう。）以上の保育従事者を配置し、基準保育士数の３分の１以上の保育士又は看護師を配置

しているものに限る。） 

(５) 認可保育所又は認定こども園への移行に係る計画を策定し、当該計画について県要綱別添

１認可化移行運営費支援事業実施要領の規定による神奈川県知事の承認を受けていること。 

（補助対象） 

第４条 補助の対象とする事業（以下「補助事業」という。）は、次に定めるものとする。ただし、

第１号から第７号までの経費は、市内に所在する認定保育施設の補助事業を対象とする。 

(１) 給食助成費 児童の給食に要する経費 

(２) 光熱水費 児童の保育環境に係る照明、暖房等及び水道料金に要する経費 

(３) 児童傷害保険料 児童の傷害保険料に要する経費 

(４) 保育士期末手当 保育士の期末手当に充てる経費 

(５) 調理員雇用費 調理員の雇用安定を図るための経費 

(６) 職員研修費 保育に必要な知識及び技術を習得するための経費 

(７) 長時間保育加算 複数の職員配置による延長保育を実施するための経費 

(８) 認可化移行運営費支援事業費 前条第２項各号の要件に該当する施設の運営に要する費用

の一部を補助するための経費 

（補助額） 

第５条 補助額は、別表に定める座間市認定保育施設補助金交付基準により算出した額とする。た

だし、市内に居住する児童が市外に所在する認定保育施設等に入所した際の入所する児童の処遇

の向上を図るための経費（児童処遇助成費）については、施設が所在する市町村が定めるものと

する。 

２ 認可化移行運営費支援事業費の補助額は、県要綱別表認可化移行運営費支援事業の項２基準額

の欄運営費支援の規定により算出した額及び子どものための教育・保育給付費補助金の国庫補助

について（平成28年８月９日府子本第506号）別紙子どものための教育・保育給付費補助金交付要

綱別表認可化移行運営費支援事業の項２基準額の欄第３号地方単独保育施設加算の規定により算

出した額を加算した額とする。ただし、市内に居住する児童が市外に所在する支援事業対象施設
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に入所した際の認可化移行運営費支援事業費については、施設が所在する市町村が定めるものと

する。 

（交付の要望） 

第６条 規則第５条ただし書の規定により、補助金等交付要望書の提出を省略するものとする。 

（交付申請書の提出期日等） 

第７条 規則第７条第１項に規定する市長が定める期日は、５月20日とする。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、規則第７条第１項に規定する申請を行うに当たって、消

費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、当該補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税

法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当

該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合

計額に補助対象経費に占める補助金の割合を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交

付申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

（交付申請書の添付書類） 

第８条 規則第７条第１項第４号の市長が必要と認める書類は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 認定保育施設補助金所要額算出内訳書（第１号様式） 

(２) 認定保育施設補助金月別算出内訳書（第２号様式） 

(３) 認定保育施設台帳（第３号様式） 

(４) 有資格証の写し及び雇用契約書の写し 

２ 支援事業対象施設については、次に掲げる書類を提出するものとする。 

(１) 支援事業対象施設補助金所要額算出内訳書（第６号様式） 

(２) 支援事業対象施設補助金月別算出内訳書（第７号様式） 

(３) 前項第３号及び第４号に掲げる書類 

（補助金の交付時期） 

第９条 市長は、規則第10条の規定により通知した者に次のとおり補助金を交付するものとする。 

(１) 第１期（４月～６月分）７月末日まで 

(２) 第２期（７月～９月分）10月末日まで 

(３) 第３期（10月～12月分）１月末日まで 

(４) 第４期（１月～３月分）４月末日まで 
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２ 補助金の交付決定を受けた者は、規則第20条第２項に規定する補助金等交付請求書を、前項に

規定する各期の最終月の５日までに補助金月別基準算出内訳書を添えて、市長に提出するものと

する。 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額に係る実績報告） 

第10条 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者等は、規則第18

条第１項に規定する補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなけれ

ばならない。 

（実績報告書の添付書類） 

第11条 規則第18条第１項第２号の市長が必要と認める書類は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 認定保育施設補助金所要額算出内訳書 

(２) 認定保育施設補助金月別算出内訳書 

２ 支援事業対象施設については、次に掲げる書類を提出するものとする。 

(１) 支援事業対象施設補助金所要額算出内訳書 

(２) 支援事業対象施設補助金月別算出内訳書 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第12条 消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者等は、実績報告

後に消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した

場合には、消費税仕入控除税額報告書（第４号様式）により、速やかに市長に対して報告しなけ

ればならない。この場合において、補助事業者等が全国的に事業を展開する組織の一支部又は一

支社及び一支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部又は本社及び本所

等で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づ

き報告を行うこととする。 

２ 市長は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額の全部又は一

部の返還を命ずるものとする。 

（調査） 

第13条 市長は、毎年10月に第３条各号の要件が遵守されているかを確認し、児童の処遇向上及び

安全確保について必要な指導及び助言を行うものとする。 

（在籍児童状況等の報告） 

第14条 補助金の交付を受けようとする者は、認定保育施設台帳に次に掲げる書類を添付し、各月
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初日の施設、職員、児童等の状況を毎月５日までに報告しなければならない。ただし、５月から

翌年３月までにおける第１号及び第２号に規定する書類の提出については、新規入所児童分のみ

とする。 

(１) 長時間保育実施状況報告書（第５号様式） 

(２) 児童票 

(３) 就労証明書その他保育ができないことを証明する書類 

２ 前項第１号に規定する書類の提出は、前月分の実績によるものとする。 

（補助金の返還） 

第15条 支援事業対象施設については、支援事業対象施設となってから５年以内に設備運営基準第

32条又は第33条第２項の基準を満たさなかった場合は、原則補助金を返還するものとする。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成３年３月31日告示第38号） 

この告示は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年３月30日告示第40号） 

この告示は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年３月30日告示第37号） 

この告示は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成８年３月29日告示第33号） 

この告示は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年３月31日告示第28号） 

この告示は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則（平成10年４月17日告示第42号） 

この告示は、公表の日から施行し、改正後の座間市小規模保育施設運営費補助金交付要綱の規定

は、平成10年４月１日から適用する。 

附 則（平成11年５月26日告示第64号） 

この告示は、公表の日から施行し、改正後の座間市小規模保育施設運営費補助金交付要綱の規定

は、平成11年４月１日から適用する。 

附 則（平成14年12月27日告示第99号） 

この告示は、公表の日から施行し、改正後の座間市認定保育施設補助事業補助金交付要綱の規定
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は、平成14年４月１日から適用する。 

附 則（平成18年10月27日告示第104号） 

１ この告示は、公表の日から施行し、改正後の座間市認定保育施設補助事業補助金交付要綱の規

定は、平成18年４月１日から適用する。 

２ 改正後の第３条第５号の規定中「４分の３以上」とあるのは、平成18年度及び平成19年度は「３

分の１以上」と、平成20年度及び平成21年度は「２分の１以上」と読み替えるものとする。 

附 則（平成20年５月21日告示第57号） 

この告示は、公表の日から施行し、改正後の座間市認定保育施設補助事業補助金交付要綱の規定

は、平成20年４月１日から適用する。 

附 則（平成21年９月18日告示第100号） 

この告示は、公表の日から施行し、改正後の座間市認定保育施設補助事業補助金交付要綱の規定

は、平成21年４月１日から適用する。 

附 則（平成23年４月１日告示第30号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成24年３月29日告示第55号） 

この告示は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月28日告示第40号） 

この告示は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月７日告示第13号） 

この告示は、公表の日から施行し、改正後の座間市認定保育施設補助事業補助金交付要綱の規定

は、平成26年１月１日から適用する。 

附 則（平成27年３月31日告示第48号） 

この告示は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則（平成29年３月２日告示第20号） 

１ この告示は、公表の日から施行し、改正後の座間市認定保育施設補助金交付要綱（以下「新要

綱」という。）の規定は、平成28年４月１日から適用する。 

２ この告示の施行の際現に改正前の座間市保育施設補助金交付要綱（以下「旧要綱」という。）

第３条に規定する対象施設であるものは、新要綱第３条に規定する対象施設とみなす。 

３ 新要綱の規定を適用する場合においては、旧要綱の規定に基づいて交付された補助金は、新要

綱の規定により交付された補助金の内払とみなす。 
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附 則（平成30年10月17日告示第112号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

別表（第５条関係） 

座間市認定保育施設補助金交付基準 

 区分 補助単価等 算出方法 

座

間

市

認

定

保

育

施

設

補

助

事

業 

入

所

児

童

処

遇

費 

１ 給食助成

費 
児童１人当たり 月額 1,694円 

１人当たり月額単価×各月

初日在籍児童数 

２ 光熱水費 児童１人当たり月額 190円 
１人当たり月額単価×各月

初日在籍児童数 

３ 児童傷害

保険料 

児童１人当たり年額 850円（上限） 

【第１期支給】 

１人当たり年額単価×４月

初日在籍児童数 

職

員

処

遇

事

業 

４ 保育士期

末手当 

保育士１人当たり年額 69,840円（４月初

日現在の保育士数） 

【第１期支給】 

１人当たり年額単価×対象

保育士数 

５ 調理員雇

用費 

１保育施設当たり年額 300,000円 

【第１期支給】 
年額単価 

６ 職員研修

費 

職員１人当たり年額 26,000円 

（12月１日現在の最低基準の保育士定数に

１人加算した職員数を限度とする） 

【第３期支給】 

１人当たり年額単価×職員

数 

運

営

加

算

事

業 

７ 長時間保

育加算 

保育士１人当たり１時間 1,184円 

（保育士１人につき、月７時間を限度とす

る） 

１人当たり時間単価 

×常勤保育士数×従事時間 

備考 

１ 給食助成費 座間市内認定保育施設に限る。 
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２ 光熱水費 座間市内認定保育施設に限る。 

３ 児童傷害保険料 座間市内認定保育施設に限る。 

４ 保育士期末手当 座間市内認定保育施設に限る。 

５ 調理員雇用費 座間市内認定保育施設に限る。 

６ 職員研修費 座間市内認定保育施設に限る。 

７ 長時間保育加算 座間市内認定保育施設に限る。 

８ 認可化移行運営費支援事業費 支援事業対象施設に限る。 

(１) 支援事業対象施設は、座間市認定保育施設補助金交付基準の適用を受けない。ただし、

市内に所在する支援事業対象施設は補助の対象とする。 

(２) 一度支援事業対象施設となった施設は、再度、座間市認定保育施設補助金交付基準の

適用を受けることはできない。 
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第１号様式（第８条、第11条関係） 
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第２号様式（第８条、第11条関係） 
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第３号様式（第８条、第14条関係） 
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15/19 
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第４号様式（第12条関係） 
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第５号様式（第14条関係） 

 



18/19 

第６号様式（第８条、第11条関係） 
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第７号様式（第８条、第11条関係） 

 


